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○大崎市地域自治組織活性事業交付金交付要綱 

平成１９年５月１１日 

告示第８７号 

改正 平成１９年６月２７日告示第１２５号 

平成２１年４月１日告示第９８号 

平成２２年４月１日告示第２８号 

平成２５年３月１３日告示第４２号 

平成２６年３月２５日告示第６６号 

平成２９年３月２８日告示第５４号 

平成３０年５月３０日告示第１０８号 

令和２年３月１６日告示第３５号 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 基礎交付金（第５条―第７条） 

第３章 支援交付金（第８条―第１０条） 

第４章 額の確定及び交付方法（第１１条・第１２条） 

第５章 雑則（第１３条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 市は，地域自治組織の円滑な運営及び地域の特性や資源を活かし

た個性ある地域づくりを支援するため，予算の範囲内で大崎市地域自治

組織活性事業交付金（以下「交付金」という。）を交付するものとし，

その交付に関しては，大崎市補助金等交付規則（平成１８年大崎市規則

第６０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定

めるところによる。 
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（交付対象事業及び団体） 

第２条 交付金の交付の対象となる事業は，次に掲げる団体が行う自主的

な地域づくり活動を目的に行う事業（以下「事業」という。）とする。 

（１） まちづくり協議会（大崎市まちづくり協議会条例（平成１８年

大崎市条例第２５号）に規定するまちづくり協議会をいう。以下同じ。） 

（２） 部会（大崎市まちづくり協議会条例施行規則（平成１８年大崎

市規則第２４号。以下「まちづくり規則」という。）に規定する部会

をいう。以下同じ。） 

（３） 地域づくり委員会（まちづくり規則に規定する地域づくり委員

会をいう。以下同じ。） 

（交付対象経費） 

第３条 交付金の対象となる経費は，前条の団体が事業実施に必要とする

経費とする。ただし，次に掲げる経費は，交付対象経費から除くものと

する。 

（１） 事業に伴う飲食費及び就業者の雇用に要する経費 

（２） 事業を伴わない備品のみの購入に要する経費 

（３） 専ら営利目的で行う事業に要する経費 

（４） 交際費，慶弔費など直接公益的な事業に結びつかない経費 

（交付金の種類及び交付額等） 

第４条 交付金の種類及び交付額等は，別表に定めるとおりとする。 

（平２２告示２８・一部改正） 

第２章 基礎交付金 

（基礎交付金交付申請） 

第５条 規則第４条第１項の規定による基礎交付金の交付申請書の様式は，

大崎市地域自治組織活性事業基礎交付金交付申請書（様式第１号）によ

るものとし，その提出部数は１部とし，その提出期限は，別に市長が定
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める日までとする。 

２ 規則第４条第２項の規定により交付金交付申請書に添付しなければな

らない書類は，次のとおりとする。 

（１） 基礎交付金事業計画書（様式第２号） 

（２） 基礎交付金収支予算書（様式第３号） 

（３） その他市長が必要と認める書類 

（平２２告示２８・一部改正） 

（基礎交付金の交付の決定） 

第６条 市長は，前条の規定による交付申請があったときは，その内容を

審査し，交付の可否及び交付金額について決定し，大崎市地域自治組織

活性事業基礎交付金交付決定通知書（様式第４号）により通知しなけれ

ばならない。 

（基礎交付金の実績報告） 

第７条 規則第１３条第１項の規定による交付事業実績報告書は，大崎市

地域自治組織活性事業基礎交付金報告書（様式第５号）によるものとし，

その提出部数は１部とし，その提出期限は，市長が別に定める日までと

する。 

２ 前項の交付事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次のと

おりとする。 

（１） 基礎交付金事業報告書（様式第６号） 

（２） 基礎交付金収支決算書（様式第７号） 

（３） その他市長が必要と認める書類 

第３章 支援交付金 

（平２２告示２８・改称） 

（支援交付金交付申請） 

第８条 ステップアップ事業交付金及びチャレンジ事業交付金（以下「支
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援交付金」という。）の交付申請書の様式は，大崎市地域自治組織活性

事業支援交付金交付申請書（様式第８号）によるものとし，その提出部

数は１部とし，その提出期限は，別に市長が定める日までとする。 

２ 規則第４条第２項の規定により交付金交付申請書に添付しなければな

らない書類は，次のとおりとする。 

（１） 団体概要調書（様式第９号） 

（２） 支援交付金事業計画書（様式第１０号又は様式第１１号） 

（３） 支援交付金収支予算書（様式第１２号） 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（平２２告示２８・一部改正） 

（支援交付金の審査及び交付の決定） 

第９条 市長は，支援交付金の交付について，大崎市地域自治組織活性事

業交付金審査委員会条例（平成１９年大崎市条例第３２号）に基づく委

員会の審査を経て決定を行うものとする。 

２ 市長は，前項の規定により交付の可否決定をしたときは，大崎市地域

自治組織活性事業支援交付金決定通知書（様式第１３号）により通知し

なければならない。 

（平１９告示１２５・平２２告示２８・一部改正） 

（支援交付金の実績報告） 

第１０条 規則第１３条第１項の規定による交付事業実績報告書は，大崎

市地域自治組織活性事業支援交付金報告書（様式第１４号）によるもの

とし，その提出部数は１部とし，その提出期限は，市長が別に定める日

までとする。 

２ 前項の交付事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次のと

おりとする。 

（１） 支援交付金事業報告書（様式第１５号又は様式第１６号） 
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（２） 支援交付金収支決算書（様式第１７号） 

（３） その他市長が必要と認める書類 

（平２２告示２８・一部改正） 

第４章 額の確定及び交付方法 

（交付金の額の確定） 

第１１条 規則第１４条の規定による通知は，基礎交付金にあっては大崎

市地域自治組織活性事業基礎交付金確定通知書（様式第１８号），支援

交付金にあっては大崎市地域自治組織活性事業支援交付金確定通知書

（様式第１９号）によるものとする。 

（平２２告示２８・一部改正） 

（交付金の交付方法） 

第１２条 交付金は，規則第１４条の規定による交付金の額の確定後に交

付するものとする。ただし，事業の遂行上必要と認めるときは，規則第

１６条ただし書の規定により，概算払の方法により交付できるものとす

る。 

２ 前項ただし書の規定により，概算払により交付金の交付を受けようと

するものは，規則第７条の規定による交付金の交付の決定の通知を受理

した日以降速やかに大崎市地域自治組織活性事業交付金請求書（様式第

２０号）を市長に提出しなければならない。 

（平２２告示２８・一部改正） 

第５章 雑則 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか，交付金の交付に関し必要な事項

は，市民協働推進部長が別に定める。 

附 則 

１ この告示は，平成１９年５月１１日から施行し，平成１９年度に係る
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交付金に適用する。 

２ この告示は，次年度以降の各年度において，当該交付金に係る予算が

成立した場合は，当該交付金にも適用するものとする。 

附 則（平成１９年６月２７日告示第１２５号） 

この告示は，平成１９年６月２７日から施行する。 

附 則（平成２１年４月１日告示第９８号） 

この告示は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日告示第２８号） 

この告示は，平成２２年４月１日から施行する。ただし，附則第３項の

改正規定は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年３月１３日告示第４２号） 

この告示は，平成２５年３月１３日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２５日告示第６６号） 

この告示は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２８日告示第５４号） 

この告示は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年５月３０日告示第１０８号） 

この告示は，平成３０年６月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１６日告示第３５号） 

この告示は，令和２年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

（平２２告示２８・全改，平２６告示６６・平２９告示５４・令

２告示３５・一部改正） 

交付金の

種類 

交付団体 交付額及び交付率 
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基礎交付

金 

まちづく

り協議会 

古川まちづく

り協議会 

8,429,000円 

松山まちづく

り協議会 

1,871,000円 

三本木まちづ

くり協議会 

2,018,000円 

鹿島台まちづ

くり協議会 

2,331,000円 

岩出山まちづ

くり協議会 

2,233,000円 

鳴子まちづく

り協議会 

1,861,000円 

田尻まちづく

り協議会 

2,249,000円 

上記の金額を上限とする。 

支援

交付

金 

ステ

ップ

アッ

プ事

業交

付金 

まちづく

り協議会，

部会及び

地域づく

り委員会 

地域の課題・問題を解決するための事業に要する経費

の80％（人材育成又は人材発掘，移住定住促進・交流

促進事業及び空家対策事業に資する事業に要する経

費は100％）の額（1事業あたりの上限額を20万円とし，

年間2事業を限度とする。） 

チャ

レン

ジ事

業交

まちづく

り協議会，

部会及び

地域づく

地域の特性や資源を活かした地域づくり事業に要す

る経費の80％の額（1事業あたりの上限額を100万円と

し，年間2事業を限度とする。） 
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付金 り委員会 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

（平２２告示２８・全改，平２９告示５４・一部改正） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

（平２２告示２８・全改，平２９告示５４・一部改正） 

様式第８号（第８条関係） 

（平２２告示２８・全改） 

様式第９号（第８条関係） 

様式第１０号（第８条関係） 

（平３０告示１０８・全改） 

様式第１１号（第８条関係） 

（平２２告示２８・旧様式第１０号繰下・一部改正） 

様式第１２号（第８条関係） 

（平２２告示２８・追加） 

様式第１３号（第９条関係） 

（平２２告示２８・旧様式第１２号繰下・一部改正） 

様式第１４号（第１０条関係） 

（平２２告示２８・旧様式第１３号繰下・一部改正） 

様式第１５号（第１０条関係） 

（平２２告示２８・追加） 

様式第１６号（第１０条関係） 

（平２２告示２８・旧様式第１４号繰下・一部改正） 
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様式第１７号（第１０条関係） 

（平２２告示２８・追加） 

様式第１８号（第１１条関係） 

（平２２告示２８・旧様式第１６号繰下） 

様式第１９号（第１１条関係） 

（平２２告示２８・旧様式第１７号繰下・一部改正） 

様式第２０号（第１２条関係） 

（平２２告示２８・旧様式第１８号繰下・一部改正） 

 


